
 

 

 

 

 

 

第 3回確定交渉 11/15 

高教組は 11月 15日、今年度の賃金確定交渉の第 3

回目の交渉を行いました。交渉には、高教組から鍛治

委員長 他執行部 4人と深松博文さん（諫早農業）が参

加し、県教委は、上原教職員課長、田川人事管理監他

５人が対応しました。交渉日当日に県教委から以下の

資料提供がありました。 

「2021年度の国家公務員のボーナス改定を12月の支

給に反映させることが難しい状況となっている。臨

時国会が 12月まで開かれない見通しで、11月中に給

与法を改正できない可能性が高いためだ。人事院は

0.15月の引き下げを勧告しているが、間に合わない

場合、政府は事後的に支給額を調整する方法を検討

することになる。」（時事通信社） 

県教委はボーナス改定を人事委員会の勧告に従って

回答していましたが、このことについて、具体的な対

応には触れず、「今後の国の対応に準じて対応するとし、

次回交渉で明らかにしたい。」と回答しました。 

 人事評価制度（賃金リンク）説明会について  

高教組は、管理職による各学校での説明会を受け、

組合員にアンケートを実施しました。質問に対して、

校長室で個別に受け付けた学校もあれば、全体の場で

質問を受け付けなかった学校もあり、現場の先生方へ

の対応が統一されていなかったことを指摘し、高教組

に届いた質問ついて回答を求めました。 

●再任用職員の人事評価について 

県教委は「再任用職員も人事評価の対象となり、評

価を受けることになる。再任用は、給与が一定のため

業績評価はするが、昇給なし。能力評価も行い、C の

み勤勉手当に反映する。業績評価が C の場合は、ボー

ナスが下がる。」と回答しました。 

●臨時的任用職員について 

県教委は「臨時的任用職員は、評価対象である。し

かし、年度毎に雇用が切れるために、給与・一時金へ

の反映はない」と答えました。 

●相談制度について 

県教委は人事委員会の相談窓口を加え 2 通りの体制

を整えたことを示しました。しかし、高教組が求める

第三者としての弁護士を交えた相談体制について県教

委は要望に応えませんでした。 

●次回の説明会について 

県教委は「各学校において今度は 1 時間程度かけて

実施する」と回答しました。 

 臨時的任用職員の待遇改善  

県教委は「上限撤廃は現段階では難しい。金銭的な

改善は厳しいが、九州で最後にならないように研究し

ながら、休暇などで報いることができないかを検討し

ている」と回答しました。 

 業務削減について  

●高総体・総文祭の総合開会式について 

県教委は「主催団体と協議を踏まえ、引き続き検討

する課題だ」と回答しています。高教組は「喫緊の課

題である業務削減に対してスピード感が足りない」と

批判し、検討を進めるのであれば、スケジュールを示

すように求めました。また「主催団体などの協議の上

で」と終始する回答に対して「選手は開会式への参加

を目指してきたわけではない。高総体開会式の参加は

生徒にも負担が大きい。何よりもまず、選手を第一に

考えるべき」と主張しました。 

●「令和の長崎型教育構築会議」について 

県教委は専門高校別の校長と平田教育長による上記

の会議において、「ビルドだけではない。スクラップに

ついても同時進行で協議されている」と回答しました。

高教組はその会議で協議されたスクラップの中身につ

いて次回交渉で明らかにするように求めました。 

 長時間労働是正の工夫について  

高教組は「家庭訪問や PTA 業務について、『割り振

り』という言葉に固執しない」と伝え、「時間外の業務

はフレックスタイム制度導入の趣旨である『公務能率

の向上』という点で実質的に対応できるのではないか」

と質しました。県教委は「時間外の家庭訪問は業務命

令ができないもの」とし、多くの教職員が業務と認識

して行う時間外の家庭訪問を「職員が自らの意思で行

っているもの」という姿勢を崩しませんでした。 

 ハラスメントについて  

県教委が実施したアンケートについて、高教組は専

門家を入れて精査を行い、2 次被害を出さないように

スピード感をもって取り扱うように要求しました。 
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